
アビリティーズ・デイサービスたての 

指定通所介護事業所及び指定介護予防通所介護事業所 

第一号通所事業所（東大和市・通所介護相当サービス）運営規程 

 

（事業の目的） 

第１条 アビリティーズ・ケアネット株式会社が開設するアビリティーズ・デイサービスたての

指定通所介護事業所及び指定介護予防通所事業所(以下｢事業所｣という。)が行う指定通所介護事

業及び指定介護予防通所介護事業、第一号通所介護事業（東大和市・東村山市 通所介護相当

サービス）(以下｢指定通所介護等｣という。)の適正な運営を確保するために人員及び管理運営に

関する事項を定め､事業所の介護福祉士及び訪問介護養成研修課程修了者等(以下｢介護員｣とい

う。)が、要介護状態又は要支援状態にある高齢者に対し、適正な指定通所介護等を提供するこ

とを目的とする。 

 

(運営の方針) 

第2条 事業所の指定通所介護等従事者は､要介護者等の心身の特性を踏まえて、その有する能力

に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、生活機能の維持又は向上を目指し、入浴､排

泄､食事等の介護及びリクリエーションを通した機能訓練等その他社会的な孤立感の解消､家族

の身体的､精神的負担の軽減を図るために､必要な援助を行なうことを目的とする。 

2  指定通所介護等の実施に当たっては、地域との結びつきを重視し、関係市町村、居宅介護支援事業

者、地域包括支援センター及びその他の居宅サービス事業者並びにその他の保健医療福祉サービスを提

供する者、住民による自発的な活動によるサービスを含めた地域における様々な取り組みを行う者等と

の密接な連携を図り、総合的なサービスの提供に努めるものとする。 

 

(事業所の名称) 

第3条 指定通所介護等を行なう事業所の名称及び所在地は､次のとおりとする。 

 1 名称  アビリティーズ・デイサービスたての 

2  所在地 東京都東大和市立野1丁目２５番地の８ 

  

(職員の配置、員数及び職務内容) 

第４条 事業所に勤務する職種､員数及び職務内容は次のとおりとし、各職員の員数は下記のとお

りとする。 

 単独通所介護 

 １  管理者     常勤兼務 １名 

   管理者は､事業所の従事者の管理及び業務の管理等を一元的に行なう。 

 ２  指定通所介護等従事者  

生活相談員 常勤専従 1名  常勤兼務 1名以上 

            看護職員  1名以上 機能訓練指導員と兼務 

           介護職員  5名以上 うち常勤1名以上 

                    

  指定通所介護等従事者は､指定通所介護等の業務にあたる。 



   生活相談員は指定通所介護等の利用申し込みに関わる調整、通所介護及び介護予防通所

介護計画、総合事業サービス計画書の作成を行なう｡又､利用者に対し日常生活上の介護そ

の他必要な業務の提供にあたる。 

  介護職員､看護職員は利用者の心身の状況等を的確に把握し､必要な日常生活上の介護や   

 健康管理､その他必要な業務の提供にあたる。 

３ 機能訓練指導員     看護職員と兼務  1名以上 

   機能訓練指導員は､日常生活を営む上に必要な機能の減退を防止する為の訓練指導、助言 

  を行なう。 

 

(営業日及び営業時間) 

第５条 事務所の営業日及び営業時間は次のとおりとする。 

 １ 営業日 月曜日から土曜日 

   但し １２月３０日から１月３日までを除く。 

 ２ 営業時間 午前８時３０分から１７時３０分 

 

(利用定員) 

第６条 事業所のサービス時間及び利用定員は､下記のとおりとする。 

       通所介護・介護予防通所介護事業 

       第一号通所介護事業（東大和市・ 通所介護相当サービス） 

        サービス提供時間 午前 ９時から１６時１０分 

        利用定員     ３８人（指定通所介護等、合わせ） 

 

(指定通所介護等の提供方法及び内容) 

第７条 指定通所介護等の内容は､居宅サービス計画に基づきサービスを行なう。但し、緊急を要す

る場合にいては、居宅サービス計画作成前にあってもサービスを利用できるものとし､次

に揚げるサービスから利用者が選択したサービスを提供する。 

 １ 身体介護に関すること 

  日常生活動作能力の程度により、必要な支援及びサービスを提供する。 

  排泄の介助、移動･移乗の介護、擁護その他必要な身体の介護 

 ２ 入浴に関すること 

  家庭において入浴することが困難な利用者に対して、必要な入浴サービスを提供する。 

  衣類脱着の介護、身体の清拭、洗髪、洗身、その他必要な入浴介護 

３ 食事に関すること 

 給食を希望する利用者に対して､必要な食事のサービスを提供する。 

 食事の準備、配膳下膳の介助､食事摂取の介助､その他必要な食事の介助 

４ 機能訓練に関すること 

 体力や機能の低下を防ぐ為に必要な訓練及び日常生活に必要な基本動作を獲得するための訓

練を行なう。 



５ アクティビティに関すること 

 利用者が､生きがいのある快適で豊な日常生活を送ることができるよう、アクティビティを実

施する。これらの活動を通じて仲間作り､老いや障害の受容、心身機能の維持･向上､自信の回

復や情緒安定を図る。 

６ 送迎に関すること 

 送迎を必要とする利用者に対し送迎サービスを提供する。送迎車両には通所介護従事者が添

乗し必要な介護を行なう。 

７ 相談・助言に関すること 

 相談､助言に関すること利用者及びその家族の日常生活における介護等に関する相談及び助言

を行なう。 

 

(指定居宅介護支援事業者との連携等) 

第８条 指定通所介護等の提供にあたっては､利用者に掛かる指定居宅介護支援事業者が開催する

サービス担当者会議等を通じて､利用者の心身の状況､そのおかれている環境他の保健･医療･福

祉サービスの利用状況等の把握に努める。 

 ２ 利用者の生活状況の変化、サービス利用方法・内容の変更があった場合､当該利用者は担当

の指定居宅介護支援事業者に連絡するとともに､綿密な連携に努める。 

 ３ 正当な理由なく指定通所介護等の提供を拒まない｡但し､通常の事業実施地域等を勘案し､利

用希望者に対して通所介護等の提供が困難と認めた場合､当該利用者は掛かる指定居宅支援事

業者と連携し､必要な処置を講ずる。 

 

(個別援助計画の作成) 

第９条 指定通所介護等の提供を開始する際には、利用者の心身の状況､希望及びその置かれてい

る状況並びに家族等介護者の状況を十分把握し､援助計画を作成する｡又、既に居宅サービス計

画が作成されている場合は､その内容に沿った通所介護及び介護予防通所介護計画、総合事業サ

ービス計画書を作成する。 

 ２ 通所介護及び介護予防通所介護計画、総合事業サービス計画書の作成･変更の際には､利用

者又は家族に対し､当該計画の内容を説明し同意を得る。 

 ３ 利用者に対し､通所介護及び介護予防通所介護計画、総合事業サービス計画書に基づいて各

種サービスを提供するとともに､継続的なサービスの管理､評価を行なう。 

 

（サービス提供記録の記載） 

第１０条 指定通所介護等従事者は、指定通所介護等を提供した際には､その提供日･内容､当該指

定通所介護等について､介護保険法第４１条第６項又は法第５３条第２項の規定により､利用

者に代わって支払いを受ける保険給付の額､その他必要記録を利用者が所持するサービス提供

記録書に記載する。 

 

(指定通所介護等の利用料等及び支払いの方法) 

第１１条 指定通所介護等を提供した場合の利用料の額は､第１１条５項とし、当該指定通所介護

等が法定代理受領サービスである時は､利用料のうち各利用者の負担割合に応じた額の支払い

を受けるものとする。 

 ２ 第１２条の通常の事業実施地域を超えて行なう送迎の交通費､通常の営業日及び営業時間帯



を超えて指定通所介護等を提供する場合の利用料､昼食費、おむつ代、アクティビティサービ

スに掛かる諸経費については､第１１条５項のとおりとし､全額自己負担とする。 

 ３ 第１項及び第２項の費用の支払いを受ける場合には、利用者又はその家族に対して事前に

文書にて説明した上で､支払いに関する同意を得る。 

 ４ 指定通所介護等の利用者は､当センターの定める期日に､別途契約書で指定する方法により

納入することとする｡ 

 ５ 指定通所介護等の保険適用利用料は下記のとおりとする。 

  通常規模型通所介護費 

２０２４年（令和６年）４月～             （地域加算／4級地 1単位10.54円） 

金額 

  項目 
サービス利用料金 

ご負担額（1回） 

１割 ２割 3割 

基本料金 

５時間以上

６時間未満 

要介護 １ ６，００７円 ６０１円 １，２０２円 １，８０３円 

要介護 ２ ７，０９３円 ７１０円 １，４１９円 ２，１２８円 

要介護 ３ ８，１８９円 ８１９円 １，６３８円 ２，４５７円 

要介護 ４ ９，２７５円 ９２８円 １，８５５円 ２，７８３円 

要介護 ５ １０，３７１円 １，０３８円 ２，０７５円 ３，１１２円 

基本料金 

６時間以上

７時間未満 

要介護 １ ６，１５５円 ６１６円 １，２３１円 １，８４７円 

要介護 ２ ７，２６２円 ７２７円 １，４５３円 ２，１７９円 

要介護 ３ ８，３８９円 ８３９円 １，６７８円 ２，５１７円 

要介護 ４ ９，４９６円 ９５０円 １，９００円 ２，８４９円 

要介護 ５ １０，６２４円 １，０６３円 ２，１２５円 ３，１８８円 

基本料金 

７時間以上 

８時間未満 

要介護 １ ６，９３５円 ６９４円 １，３８７円 ２，０８１円 

要介護 ２ ８，１８９円 ８１９円 １，６３８円 ２，４５７円 

要介護 ３ ９，４８６円 ９４９円 １，８９８円 ２，８４６円 

要介護 ４ １０，７８２円 １，０７９円 ２，１５７円 ３，２３５円 

要介護 ５ １２，０９９円 １，２１０円 ２，４２０円 ３，６３０円 

感染症または災害の発生を理由とするご利用者様の減少が一定数以上生じている場合、減少した月の翌々月から3ヶ月以内に限り、基

本報酬の合計単位数に、＋３％の単位数が上乗せされます。（当該上乗せ期間については、状況改善に時間を要する特別の事情があ

ると認められる場合、当該加算の期間が終了した月の翌月から３ヶ月以内に限り、引き続き加算をする事ができます。） 

入浴介助加算Ⅰ（回） ５７９円 ５９円 １１８円 １７７円 

入浴介助加算Ⅱ（回）※ 

個別入浴計画に基づく場合 

５９０円 ８１円 １６１円 ２４１円 

個別機能訓練加算Ⅰイ（回）※ ５９０円 ５９円 １１８円 １７７円 

個別機能訓練加算Ⅰロ（回）※ ８０１円 ８１円 １６１円 ２４１円 

個別機能訓練加算Ⅱ（月額）※ ２１０円 ２１円 ４２円 ６３円 

ADL維持等加算（Ⅰ）（月額）※ ３１６円 ３２円 ６４円 ９５円 

ADL維持等加算（Ⅱ）（月額）※ ６３２円 ６４円 １２７円 １９０円 

科学的介護推進体制加算（月額） ４２１円 ４３円 ８５円 １２７円 

同一建物送迎減算 －９９０円 －９９円 －１９８円 －２９７円 

送迎未実施減算 －４９５円 －５０円 －９９円 －１４９円 

高齢者虐待防止措置未実施減算 

業務継続計画未実施減算 

それぞれの条件に該当した場合、基本報酬単位数の－１％を減算 

サービス提供体制強化加算（Ⅰ）（回） ２３１円 ２４円 ４７円 ７０円 



介護職員処遇改善加算（Ⅰ） 

（＊上記3加算が一本化されます。） 

１ヶ月の介護報酬総単位数（基本サービス費+各種加算減算）×所定の

加算率（1単位未満四捨五入）×地域ごとの単価（1円未満切捨） 

 

   

２０２４年（令和６年）４月～ 

 第一号通所事業所（東大和市 通所介護相当ｻｰﾋﾞｽ） 

 

（１）共通的デイサービス利用料 

自己負担額（月額） 

1割 2割 3割 

要支援１（1月につき） 

 

（月額）１８，９５０円 １，８９５円 ３，７００円  ５，６８５円 

要支援２(1月につき） 

 

（月額）３８，１６５円 ３，８１７円 ７，６３３円 １１，４５０円 

（２） 選択的サービス 

科学的介護推進体制加算 ４２１円 ４３円 ８５円 １２７円 

同一建物送迎減算（回） ９９０円 ９９円 １９８円 ２９７円 

送迎未実施減算（片道）（回） ４９５円 ５０円 ９９円 １４９円 

高齢者虐待防止措置未実施減算 

事業継続計画未実施減算 

それぞれの条件に該当した場合、                

基本報酬単位数の1％を減算 

（３） サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イ 

要支援１（週１回程度） ９２７円 ９３円 １８６円 ２７９円 

要支援２（週２回程度） １,８５５円 １８６円 ３７１円 ５５７円 

介護職員等特定処遇改善加算Ⅰ １ヶ月の介護報酬総単位数（基本サービス費+各種加算減

算）×所定の加算率（1単位未満四捨五入）×地域ごとの単価

（1円未満切捨） 

 

６ 介護保険適用外その他の費用 

  ６-１ 昼食代                 ６５０円   

６-２ おやつ代                １００円   

  ６-３ アクティビティ             実費負担 

  ６-４ おむつ    パンツ型オムツ(１枚)   １６０円より   

             尿取りパット (１枚)    ５０円 

  ６-５ キャンセル料（食材費）      ６００円 

 

  ６-６ 事業実施地域を越えた送迎費               ３０円（１ｋｍ） 

 



(通常の事業の実施地域) 

第１２条 通常の事業の実施地域は、東京都東大和市、武蔵村山市、立川市、小平市、東村山市

とする。 

 

（契約書の作成） 

第１３条 指定通所介護等の提供を開始するにあたって、本規程に沿った事業内容の仔細につい

て、利用者に契約書の書面をもって説明し､同意を得た上で署名を受けることとする。 

 

(緊急時等における対応方法) 

第１４条 指定通所介護等従事者等は、指定通所介護等を実施中に利用者の病状等に急変､その他

緊急事態が生じた時は､速やかに主治医に連絡する等の処置を講ずるとともに、管理者に報告

しなければならない。 

 ２ 指定通所介護等を実施中に天災その他の災害が発生した場合､利用者の避難等の処置を講じ

るほか、管理者に報告の上その指示にしたがうものとする。 

 

 

 

 

(非常災害対策) 

第１５条 事業所は､非常災害に備えるため､消防計画を作成し避難訓練等を次のとおり行なうと

ともに必要な設備を備える。 

   防火責任者   管理者 

   防火訓練    年２回 

   避難訓練    年２回 

   通報訓練    年２回 

 

(衛生管理及び従事者等の健康管理) 

第１６条 指定通所介護等に使用する備品等は清潔に保持し､定期的な消毒を施すなど衛生管理に

十分留意するものとする。 

 ２ 通所介護及び介護予防通所介護従事者に対し感染症等に関する基礎知識の習得に努めると

ともに､年１回以上の健康診断を受診させるものとする。 

 

（サービス利用にあたっての留意事項） 

第１７条 利用者が入浴室及び機能訓練室等を利用する場合は､職員立会いのもとで使用するこ

と。また､体調が思わしくない利用者にはその旨を説明し安全指導を図る。 

（業務継続計画の策定等） 

第１７条 事業所は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定通所介護事業等

の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以

下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じるものとす

る。 



２ 事業所は、従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を

定期的に実施するものとする。 

３ 事業所は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行う

ものとする。 

 

（衛生管理等） 

第１８条 事業所は、事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように、次の各号に掲

げる措置を講じるものとする。 

（１）事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電

話装置等を活用して行うことができるものとする。）をおおむね６月に１回以上開催するとと

もに、その結果について、サービス従事者に周知徹底を図る。 

（２）事業所における感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備する。 

（３）事業所において、サービス従事者に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及

び訓練を定期的に実施する。 

 

(苦情処理) 

第１８条 管理者は､提供した指定通所介護等に関する利用者からの苦情に対して､迅速且つ適切

に対応するため、担当者を置き､事実関係の調査を実施し､改善処置を講じ、利用者及び家族

に説明するものとする。 

 

（ハラスメントの防止について） 

第１９条 当社は「男女雇用機会均等法」ならびに「労働施策総合推進法」に基づき、誰であっても誰から

も「ハラスメント」を受けることがない職場環境の実現を目指す。 

２ 本条においてハラスメントとは、介護サービスの提供・利用の場面で①暴力、暴言または著しく不当

な要求その他相手方に著しく迷惑をかける言動、または②相手方に不快感を与える性的な言動（セクシ

ャルハラスメント）を意味する。 

３ 当社は、従業者に対して利用者又はその家族に対して「ハラスメント」を行うことがないよう、研修及

び指導を行う。 

４ 利用者が従業者から「ハラスメント」を受けた場合は、相談・苦情窓口担当者が速やかに対応する。 

 

（高齢者虐待防止） 

第２０条 当社は、「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律」に基づき

指針を整備し、ご利用者に対するサービス従事者の高齢者虐待を防止するため各事業所の管理者を

責任者とした委員会を設置し、サービス従事者に対する研修計画の策定、研修の実施及び虐待又

は虐待が疑われる事案についての対応方法等の指導を行う。 

また、事業所での委員会実施状況ならびに、当社として対応が必要な事項の報告を求め定期的

に確認する。 

 

（身体拘束） 

第２１条 事業所は、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を

除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体的拘束等」という。）は行わない。

やむを得ず身体拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急

やむを得ない理由を記録するものとする。 

(その他運営についての留意事項) 

第２２条 従事者の質的向上を図るため､研修の機会を次のとおり設けるものとし、業務体制を整

備する。 

 一 採用時研修 採用時後２ヶ月以内 

 二 継続研修  年２回 

  従業者の質的向上を図るため、年間の研修計画を策定し、高齢者の尊厳の保持、 



 認知症ケアに関する知識および理解、通所介護・介護予防通所介護サービス、総合事業サ

ービスに係わる知識等についての研修を実施する。 

 ２ 秘密の保持 

（1）従業者は業務上知り得た利用者、又はその家族の秘密を保持する。 

（2）従業者であった者は、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持させる 

為従業者でなくなった後においてもこれらの秘密を保持すべき旨を、従業者との雇用契約の

内容とする。 

（3）個人情報保護に関するコンプライアンス・マニュアルに基づき業務遂行する。 

 ３ 掲示及び目録の備え付け 

（1） 事業所の見やすい場所に運営規程の概要を掲示し、サービス利用申込書のサービスの選択

に資するように努める。 

（2） サービス利用申込者のサービスの選択に資するよう、重要事項説明書を事業所に備え付け

る。 

４ 正当な理由なく居宅介護支援サービスの提供を拒まない。 

５ 自社によるサービス提供が困難な時には、速やかに適当な他の居宅介護サービス事業者を

紹介する等の措置を講じる。 

６ 要支援・要介護認定の認定を受けていない利用申込者に対しては、当該利用者の意向を踏

まえて、速やかに当該申請が行われるよう必要な援助を行う。必要に応じて、更新申請も視

野に入れて援助を行う。 

７ 利用申込者が法定代理受領サービスの提供を受けるための援助を行う。 

８ 利用者の要介護認定につき認定審査会意見が付されている場合には、認定審査会意見に配

慮して居宅介護サービスを提供する。 

９ 従業者に身分を証する書類を携行させ、利用者又は家族から求められた時は、これを提示

するものとする。 

１０ 指定通所介護等の提供により、利用者に賠償すべき事故が発生した場合、損害賠償を速

やかに行う。 

１１ 事業所は、この指定通所介護等を行うため、ケース記録、利用決定書、利用者負担金徴

収簿、その他必要な帳簿を整備する。 

１２ 利用者からの相談または苦情に対する窓口を置き、文書で記録し保管する。 

 

附  則 

この規程は､平成１７年６月１日から施行する。 

この規程は、平成１８年４月１日から施行する。 

この規程は、平成１８年８月１日から施行する。 

この規程は、平成１９年２月１日から施行する。 

この規程は、平成１９年８月２０日から施行する。 

この規程は、平成２０年４月１日から施行する。 

この規程は、平成２０年１０月１日から施行する。 

この規程は、平成２１年４月１日から施行する。 

この規程は、平成２１年９月１日から施行する。 

この規程は、平成２２年２月２６日から施行する。 



この規程は、平成２２年１０月１日から施行する。 

この規程は、平成２３年４月１日から施行する。 

この規程は、平成２３年６月２６日から施行する。 

この規程は、平成２４年５月１日から施行する。 

この規程は、平成２５年４月１日から施行する。 

この規程は、平成２５年４月２６日から施行する。 

この規程は、平成２６年７月１日から施行する。 

この規程は、平成２７年６月１日から施行する。 

この規程は、平成２７年８月１日から施行する。 
この規程は、平成２８年７月１日から施行する。 
この規程は、平成２９年３月１日から施行する。 
この規程は、平成３０年４月１日から施行する。 
この規程は、令和１年１０月１日から施行する。 
この規程は、令和３年 ４月 １日から施行する。（ハラスメント・高齢者虐待条項の追加） 

この規程は、令和 ６年 ４月 １日から施行する。（業務継続計画、衛生管理等、身体拘束の追加） 

この規程は、令和 ６年 11月 １日から施行する。（定員変更） 

 


